
　　　秩父市中小企業奨学金返還支援補助金交付要綱 

　（趣旨） 

第１条　この要綱は、市内の中小企業の人材確保と若者の地元就職の促進及び負担

軽減を図るため、奨学金返還支援制度を設けて従業員を支援する市内の中小企

業に対し、予算の範囲内で、秩父市中小企業奨学金返還支援補助金（以下「補

助金」と言う。）を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

　（補助金の交付対象者） 

第２条　補助金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、市内に

事業所を有する埼玉県中小企業等人材確保奨学金返還支援事業補助金（以下

「県補助金」という。）の交付決定を受けた者とする。 

２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、交付対象者と

しないものとする。 

(1) 市税等を滞納している者 

(2) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）がその

事業活動を支配している場合その他暴力団員との関係が特に認められる場合

であって、市長が不適格であると認めるもの 

(3) その他市長が適当でないと認める者 

（補助対象経費） 

第３条　補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、交付対象

者が市内に所在する事業所に勤務している従業員に対して奨学金返還支援のた

めに支給する手当等とする 

（補助金の額） 

第４条　補助金の額は、対象となる従業員１人当たり次の各号のとおりとする。 

(1) 埼玉県多様な働き方実践企業については、補助対象経費に３分の１を乗じ

て得た額（その額に１，０００円未満の端数がある場合は、その端数を切り

捨てた額）又は６万円のいずれか低い額とする。 

(2) 埼玉県多様な働き方実践企業以外の事業者については、補助対象経費に２

分の１を乗じて得た額（その額に１，０００円未満の端数がある場合は、そ

の端数を切り捨てた額）又は９万円のいずれか低い額とする。 

（補助金の交付申請） 

第５条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、秩父市

中小企業奨学金返還支援補助金交付申請書兼請求書（様式第１号）に関係書類



を添付して市長に提出しなければならない。 

　（補助金の交付決定） 

第６条　市長は、前条の申請書の提出を受けたときは、速やかにその内容を審査し、

補助金を交付すべきものと認めたときは秩父市中小企業奨学金返還支援補助金

交付決定通知書（様式第２号）により、補助金を交付すべきでないと認めたと

きは秩父市中小企業奨学金返還支援補助金不交付決定通知書（様式第３号）に

より当該申請者に通知するものとする。 

　（補助金の交付） 

第７条　市長は、前条の規定による交付決定を行ったときは、速やかに補助金の支

給を行うものとする。 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第８条　市長は、補助金の交付決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると

認めたときは、その決定を取り消し、又は既に交付された補助金の返還を命ず

ることができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたものと認めたとき。 

(2) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

　（その他） 

第９条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

　　　附　則 

　この要綱は、決裁の日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 


